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中山間地域等直接支払事業

・平成25年度の実施状況

・最終評価結果について
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【経営力の高い担い手】経営発展型集落法人ビジネス拡大型集落法人農業参入企業認定農業者
営農の組織化

付加価値化を目指したブランド化生産・出荷体制の構築産地の構造改革

担い手への農地集積を推進規模拡大・農地保全
「売れるものを作る」生産体制の構築

法人化

高収益化高齢化・後継者不足の深刻化

【意欲ある農業経営体】集落法人農業参入企業認定農業者集落法人
認定農業者儲かる農業への飛躍

地域の現状を認識組織営農の必要性を共有中山間地域直接支払事業農地・水・環境保全向上対策　等
地域・産地の繋がりが弱く小規模零細で脆弱な営農構造【農業者】

【多様な農業経営体】農業生産法人認定農業者を目指す農業者
地域の核となる担い手の明確化

○産業として自立できる農林水産業の確立

○農林水産物の販売力の強化

○県民の安全で安心できる食生活の実現

○農林地の公益的機能の維持発揮

○農山漁村地域の暮らしの安心安全の確保

１．広島県の農業施策の展開方向１．広島県の農業施策の展開方向１．広島県の農業施策の展開方向１．広島県の農業施策の展開方向

２０２０広島県農林水産業チャレンジプラン２０２０広島県農林水産業チャレンジプラン２０２０広島県農林水産業チャレンジプラン２０２０広島県農林水産業チャレンジプラン２０２０広島県農林水産業チャレンジプラン２０２０広島県農林水産業チャレンジプラン２０２０広島県農林水産業チャレンジプラン２０２０広島県農林水産業チャレンジプラン
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２．中山間地域等直接支払制度の概要２．中山間地域等直接支払制度の概要２．中山間地域等直接支払制度の概要２．中山間地域等直接支払制度の概要

○ 中山間地域等直接支払交付金は，中山間地域等における農業生産条件の不利を補正し農業生産活動の継続を

確保するための交付金を農業者等に交付する施策

特定農山村法など地域振興立法８法指定地域及び知事が定める特認地域
10m 0.5m 10m 2.7m①急傾斜地水田（ 傾斜：1/20 ） 畑、草地、採草放牧地（ 傾斜：15°）

○国土面積の６５％○耕地面積の４３％○総農家数の４３％○農業産出額の３９％○農業集落数の５２％
中山間地域は我が国農業・農村の中で重要な位置

【耕作放棄地の増大】

食料供給機能及び

多面的機能の低下

○農業生産条件の不利性○高齢化・過疎化の進行○担い手の不足○恵まれない就業機会○生活環境整備の遅れ○地域資源の維持管理が低下
中山間地域の現状

○農業生産活動の継続・耕作放棄地の復旧・発生防止
・農道や水路の適切な管理○多面的機能の発揮・農作業体験を通じた都市住民との交流
・周辺林地の下草刈り・景観作物の作付 等○集落営農化など，自律的かつ継続的な農業生産活動等の体制整備

農
業
生

産
条

件
の
不

利
を
補

正

効 果
１．対象地域

中山間地域等直接支払制度の内容（平成２２～２６年度）中山間地域等直接支払制度の内容（平成２２～２６年度）中山間地域等直接支払制度の内容（平成２２～２６年度）中山間地域等直接支払制度の内容（平成２２～２６年度）

10m 0.1m 10m 1.4m水田（ 傾斜1/100 ） 畑、草地、採草放牧地（ 傾斜：8°）②緩傾斜地
２．対象農用地

５．交付単価（体制整備単価，別途加算措置あり）

対象地域内で①～⑤の基準に該当する農振農用地内の一団の農用地（１ha以上）

地目 区　分 交付単価(円／10a） 急傾斜地 21,000 緩傾斜地 8,000 急傾斜地 11,500 緩傾斜地 3,500 急傾斜地 10,500 緩傾斜地 3,000 草地比率の高い草地 1,500 急傾斜地 1,000 緩傾斜地 300草地採草放牧地
田畑

３．対象者 ・・・対象農用地内で協定に基づき５年間以上農業生産活動等を行う農業者等
※③と④の対象農用地は緩傾斜地の単価

① 集落協定５年間以上継続して農業生産活動等を行う農業者間で締結。具体的取組事項は別途。
② 個別協定５年間以上の農業生産活動等を行う認定農業者等が締結
４．対象行為

③小区画・不整形な田④高齢化率・耕作放棄地率の高い集落にある農用地⑤積算気温が低く，草地比率の高い草地
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○○○○集落の将来像等を記載した集落マスタープランの作成・実践集落の将来像等を記載した集落マスタープランの作成・実践集落の将来像等を記載した集落マスタープランの作成・実践集落の将来像等を記載した集落マスタープランの作成・実践

○農業生産活動等○農業生産活動等○農業生産活動等○農業生産活動等（耕作放棄の発生防止，農道・水路の維持管理）

○多面的機能増進活動○多面的機能増進活動○多面的機能増進活動○多面的機能増進活動

①①①①必ず実施しなければならない事項必ず実施しなければならない事項必ず実施しなければならない事項必ず実施しなければならない事項【【【【必須事項必須事項必須事項必須事項】】】】

○○○○農用地等保全マップの作成・実践農用地等保全マップの作成・実践農用地等保全マップの作成・実践農用地等保全マップの作成・実践 ・・・必須要件・・・必須要件・・・必須要件・・・必須要件

○以下の地域の実態に即して，次のＡ～Ｃから１つ以上を選択○以下の地域の実態に即して，次のＡ～Ｃから１つ以上を選択○以下の地域の実態に即して，次のＡ～Ｃから１つ以上を選択○以下の地域の実態に即して，次のＡ～Ｃから１つ以上を選択

◇Ａ要件（次のうち２つ以上を選択）

・協定農用地の拡大

・機械・農作業の共同化

・高付加価値型農業の実践

・地場産農産物等の加工

・農業生産条件の強化

・新規就農者の確保

・認定農業者の育成

・多様な担い手の確保

・担い手への農地集積

・担い手への農作業の委託

②②②②体制整備単価をうけるための前向きな取組体制整備単価をうけるための前向きな取組体制整備単価をうけるための前向きな取組体制整備単価をうけるための前向きな取組【【【【選択事項選択事項選択事項選択事項】】】】

◇Ｂ要件（次のうち１つ以上を選択）

・集落を基礎とした営農組織の育成

・担い手集積化

◇Ｃ要件

・集団的かつ持続可能な体制整備年もとっているし、これから５年間、農業を続けていくのは難しいなぁ～年もとっているし、これから５年間、農業を続けていくのは難しいなぁ～
年もとっているし、これから５年間、農業を続けていくのは難しいなぁ～年もとっているし、これから５年間、農業を続けていくのは難しいなぁ～ 担い手担い手担い手担い手大丈夫！引き受けるよ！

③③③③加算措置（規模拡大，小規模・高齢化集落支援，法人設立，集落連携促進）加算措置（規模拡大，小規模・高齢化集落支援，法人設立，集落連携促進）加算措置（規模拡大，小規模・高齢化集落支援，法人設立，集落連携促進）加算措置（規模拡大，小規模・高齢化集落支援，法人設立，集落連携促進）

＜＜集落協定における取組事項＞＞＜＜集落協定における取組事項＞＞＜＜集落協定における取組事項＞＞＜＜集落協定における取組事項＞＞
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３．平成２５年度３．平成２５年度３．平成２５年度３．平成２５年度 事業の実施状況事業の実施状況事業の実施状況事業の実施状況

○県内２３市町のうち，対象農用地を有する市町は２０市町であり，そのうち１８市町で基本方針を策定し，事業を実

施している。

○県内耕地面積のうち約６１％が制度の対象となる対象農用地（※）となっている中で，耕地面積に対して約３８％，

対象農用地に対して約６２％の農用地に交付金が交付されている。

県内市町数 ２３

対象農用地のある市町数 ２０

基本方針策定市町数 １８

交付市町数 1８

A

耕地面積

56,900

ha

B

対象農用地面積

34,723

ha
B/A 61.0％

C

協定締結面積

21,709

ha

C/A 38.2％

C/B 62.5%※対象農用地・・・市町基本方針で定めた，交付の対象となり得る農用地

（１）取組市町数及び交付率（１）取組市町数及び交付率（１）取組市町数及び交付率（１）取組市町数及び交付率

(平成25年2月28日現在）　　　　実施　　　　対象農用地があるものの未実施 庄原市北広島町 三次市安芸太田町 神石高原町廿日市市大野町 三原市竹原市
安芸高田市 過 農広島市

北広島町安芸太田町
廿日市市

安芸高田市 三次市 庄原市
府中市三原市東広島市江田島市 竹原市 尾道市

大崎上島町呉市
神石高原町

府中町海田町坂町 世羅町 福山市熊野町熊野町熊野町熊野町大竹市
6

Ｈ25年度末時点
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（２）（２）（２）（２） 各市町別実績各市町別実績各市町別実績各市町別実績

（（（（H25H25H25H25実績）実績）実績）実績）協定数 協定締結面積(ha）集落協定 個別協定 体制整備単価面積 基礎単価面積広島市 45 44 1 330 251 80 25 65,468廿日市市 26 26 0 232 128 104 42 32,570安芸高田市 209 203 6 2,468 1,391 1,077 173 325,692安芸太田町 52 52 0 369 151 218 73 56,928北広島町 161 152 9 2,850 1,541 1,310 262 372,531呉市 15 15 0 153 33 120 0 18,950江田島市 9 9 0 27 1 25 0 2,993竹原市 11 11 0 126 82 44 53 17,941東広島市 117 110 7 1,774 1,436 338 274 266,129大崎上島町 13 13 0 105 33 72 12 10,395福山市 4 3 1 28 23 5 5 4,135府中市 34 32 2 364 317 46 27 49,086神石高原町 110 104 6 1,061 679 381 40 130,235三原市 105 86 19 1,520 1,146 374 118 196,571尾道市 15 11 4 118 118 0 0 23,405世羅町 122 102 20 1,868 1,620 248 93 246,412三次市 276 266 10 3,567 2,584 982 234 483,975庄原市 352 331 21 4,748 3,520 1,228 46 623,759県計県計県計県計 1,6761,6761,6761,676 1,5701,5701,5701,570 106106106106 21,70921,70921,70921,709 15,05615,05615,05615,056 6,6536,6536,6536,653 1,4771,4771,4771,477 2,927,1762,927,1762,927,1762,927,176

市町名 協定面積のうち加算単価面積(ha) 交付額（千円）

※四捨五入のため，合計が合わない場合がある
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（３）（３）（３）（３） 協定数協定数協定数協定数

（（（（H24H24H24H24実績と実績と実績と実績とH25H25H25H25実績）実績）実績）実績）

全体 集落協定 個別協定

体制整備

単価

基礎

単価

体制整備

単価

基礎

単価

体制整備

単価

基礎

単価

24年度

実績 1,659

（60.2％）
999

（39.8％）
660 1,554

（57.7％）
897

（42.3％）
657 105

（97.1％）
102

（2.9％）
3

25年度

実績 1,676

（60.3％）
1,011

（39.7％）
665 1,570

（57.8％）
907

（42.2％）
663 106

（98.1％）
104

（1.9％）
2

増減 17 12 5 16 10 6 1 2 ▲1

907897 663657
0 200 400 600 800 1000 1200 1400 160025年度24年度 集落協定

○ 体制整備単価の協定数が全体の６割を占めている。

○ 前年度と比較し，体制整備単価の協定締結等，積極的な取組が見られる。

104102 230 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100110 12025年度24年度
個別協定
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（４）（４）（４）（４） 協定締結面積と交付額協定締結面積と交付額協定締結面積と交付額協定締結面積と交付額

（（（（H24H24H24H24実績と実績と実績と実績とH25H25H25H25実績）実績）実績）実績）

21742138 753748
0 500 1000 1500 2000 2500 3000 350025年度24年度

（百万円）
交付額総額

○ 協定締結面積は，372ha増加し，基礎単価から体制整備単価への移行や体制整備単価での協定締結の増加による。

○ 交付額についても，総額で４千１百万円増加し，基礎単価から体制整備単価の移行や新たな協定締結により増加した。

1505614756 66536581
0 5000 10000 15000 20000 2500025年度24年度

(ha)
協定締結面積総計

(69.2%) (30.8%) (74.1%) (25.9%)
14,756 6,581 2,138 748

25年度 (69.4%) (30.6%) (74.3%) (25.7%)
実績 15,056 6,653 2,174 753

増減 372 300 72 41 36 5

24年度

実績

21,337 2,886

21,709 2,927

（単位：ha，百万円）

協定締結面積総計 交付額総計

体制整備単価 体制整備単価基礎単価 基礎単価



10

（５）（５）（５）（５） 交付面積の内訳交付面積の内訳交付面積の内訳交付面積の内訳

（（（（H25H25H25H25実績）実績）実績）実績）

① 交付単価別面積（ha）
② 加算単価適用面積（ha）

体制整備単価は，協定数ベー

スでは全体の６割，面積ベースで

は全体７割となっている。

多くの地域で体制整備に向け

た取組がされている。

３期から創設された小規模・

高齢化集落支援加算が最も

多い。次いで，担い手への集

積に対する規模拡大加算が

多い。

基礎単価6,653ha（30.7％）体制整備単価15,056ha（69.3％）
全体21,709ha

③ 地目別面積（ha）

田での締結が9割を超え，水

田地域での協定締結が進んで

いる一方で，畑での締結が進ん

でいない。

④ 交付基準別面積（ha）

急傾斜と緩傾斜，ほぼ同程

度の締結状況となっている。

田21,257ha（97.9％）
畑443ha（2.0％）草地・採草放牧地9ha（0.1％）

全体21,709ha

急傾斜10,540ha（48.6％）緩傾斜11,169ha（51.4％）
全体21,709ha

規模拡大432ha（25.0％）法人設立307ha（17.8％）
全体1,728ha

小規模・高齢化682ha（39.4％）
集落連携促進３０７ha（17.8％）
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（６）（６）（６）（６） 交付金の使途交付金の使途交付金の使途交付金の使途

（（（（H25H25H25H25実績）実績）実績）実績）

交付額（千円）【集落協定+個別協定】 2,927,176 －

うち集落協定交付額 2,814,784 （100％）

共同取組活動 1,804,195 （（（（64％）％）％）％）

個人配分 1,010,589 （36％）

使途 金額（千円） 割合

①道・水路管理費 400,008 （22％）

②農地管理に係る費用 248,791 （14％）

③機械導入・施設整備のための積立 218,039 （12％）

④共同利用機械購入費 181,004 （10％）

⑤鳥獣被害防止対策費 142,858 （8％）

⑥その他 613,495 （34％）

① 平成25年度交付総額の配分割合

② 共同取組活動の使途

○ 共同取組活動に充当する額が全体の6割となっている。

○ また，交付金を道・水路の管理，農地の管理等，最低限の活動に活用する例が多いが，農地の保全管理を行うため，

農地管理・鳥獣害被害防止・共同利用機械の購入に使われる額も多く，共同機械・施設購入に充当する額も多い。集落協定における配分割合集落協定における配分割合集落協定における配分割合集落協定における配分割合
共同取組活動64％個人配分36％

共同取組活動の使途共同取組活動の使途共同取組活動の使途共同取組活動の使途道水路管理費22％農地等管理費14％機械・施設用積立12％共同機械購入費10％鳥獣害対策費8％
その他34％
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（７）（７）（７）（７） 全協定の取組状況全協定の取組状況全協定の取組状況全協定の取組状況

耕作放棄の防止に係る活動内容 協定数①①①① 農地の法面管理農地の法面管理農地の法面管理農地の法面管理 1,105②②②② 鳥獣被害防止対策鳥獣被害防止対策鳥獣被害防止対策鳥獣被害防止対策 1,051③③③③ 賃借権設定・農作業の委託賃借権設定・農作業の委託賃借権設定・農作業の委託賃借権設定・農作業の委託 805④ 簡易な基盤整備（土地改良含む） 173⑤ 既耕作放棄地の保全管理等 23⑥ その他 34 

多面的機能増進に係る活動内容 協定数①①①① 周辺林地の下草刈周辺林地の下草刈周辺林地の下草刈周辺林地の下草刈 1,186 ② 景観作物の作付け 556③ 堆きゅう肥の施肥 418④ 魚類・昆虫類の保護 65⑤ 粗放的畜産 45⑥ その他 190耕作放棄の防止等の活動実施状況耕作放棄の防止等の活動実施状況耕作放棄の防止等の活動実施状況耕作放棄の防止等の活動実施状況

00002002002002004004004004006006006006008008008008001000100010001000120012001200120014001400140014001600160016001600
①①①① ②②②② ③③③③ ④④④④ ⑤⑤⑤⑤ ⑥⑥⑥⑥

全協定に係る活動取組状況全協定に係る活動取組状況全協定に係る活動取組状況全協定に係る活動取組状況全協定に係る活動取組状況全協定に係る活動取組状況全協定に係る活動取組状況全協定に係る活動取組状況

○ 耕作放棄の防止に係る活動では，「農地の法面管理」，「鳥獣被害防止対策」，また農地の流動化のための「賃貸借の設

定・農作業の委託」が大半を占めている。

○ 水路・農道の管理に係る活動は，ほとんどの協定において実施されている。

○ 多面的機能増進活動については，周辺林地の下草刈に取組む協定がもっとも多い。水路・農道の管理に係る活動内容 協定数①①①① 水路の管理水路の管理水路の管理水路の管理 1,567②②②② 農道の管理農道の管理農道の管理農道の管理 1,559③ その他の施設（ため池等）の管理 31

水路・農道等の管理活動取組状況水路・農道等の管理活動取組状況水路・農道等の管理活動取組状況水路・農道等の管理活動取組状況

000020020020020040040040040060060060060080080080080010001000100010001200120012001200140014001400140016001600160016001800180018001800

①①①① ②②②② ③③③③

多面的機能増進活動取組状況多面的機能増進活動取組状況多面的機能増進活動取組状況多面的機能増進活動取組状況
00002002002002004004004004006006006006008008008008001000100010001000120012001200120014001400140014001600160016001600

①①①① ②②②② ③③③③ ④④④④ ⑤⑤⑤⑤ ⑥⑥⑥⑥
①①①①1,105（70.3%） ②②②②1,051（70.0％） ③③③③805（51.3％） ④173（11.0％） ⑤23（1.5％） ⑥34（2.1％）

①1,567（99.8％） ②1,559（99.3％） ③31（2.0%) ⑤45（2.9％）
①①①①1,186（75.6％） ②556（35.4％） ③418（26.6％） ④65（4.1％） ⑥190（12.1％）

※ （％）は全協定1,570に占める取組割合重複あり 12
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（８）（８）（８）（８） 体制整備単価協定の体制整備単価協定の体制整備単価協定の体制整備単価協定の

取組状況取組状況取組状況取組状況

農用地等保全ﾏｯﾌﾟ取組内容

協定数（重複あり）
①①①① 農地法面，水路・農道等補修・改良農地法面，水路・農道等補修・改良農地法面，水路・農道等補修・改良農地法面，水路・農道等補修・改良 737

② 農作業共同化又は受委託 239

③ その他将来に向けた適正な農地保全 218農用地等保全マップ取組状況農用地等保全マップ取組状況農用地等保全マップ取組状況農用地等保全マップ取組状況
0000100100100100200200200200300300300300400400400400500500500500600600600600700700700700800800800800

①①①① ②②②② ③③③③

体制整備単価協定に係る活動取組状況体制整備単価協定に係る活動取組状況体制整備単価協定に係る活動取組状況体制整備単価協定に係る活動取組状況

【【【【体制整備単価を適用する体制整備単価を適用する体制整備単価を適用する体制整備単価を適用する907協定について協定について協定について協定について】】】】

体制整備単価協定に係る活動取組状況体制整備単価協定に係る活動取組状況体制整備単価協定に係る活動取組状況体制整備単価協定に係る活動取組状況

【【【【体制整備単価を適用する体制整備単価を適用する体制整備単価を適用する体制整備単価を適用する907協定について協定について協定について協定について】】】】

○ 農用地等保全マップ（将来に亘って農地を保全するための活動をマッピングしたもの）については，農地法面，水路・農道

等補修・改良が必要として作成している協定が最も多く，共通の課題となっている。

○ 農業生産活動等の体制整備として取組むべき活動については，集団的かつ持続可能な体制整備を取組んでいる協定が圧倒的

に多い。次いで，機械・農作業の共同化や担い手集積化など，集落をまとまりとした農作業等を行っている集落が多い。農業生産活動等の体制整備として取組むべき活動取組内容 協定数（重複あり）① 協定農用地の拡大 89② 機械・農作業の共同化 109③ 高付加価値型農業の実践 21④ 地場産農産物等の加工販売 24⑤ 農業生産条件の強化 41⑥ 新規就農者の確保 11⑦ 認定農業者の育成 21⑧ 多様な担い手への農地集積 5⑨ 担い手への農地集積 37⑩ 担い手への農作業委託 29⑪ 集落を基礎とした営農組織の育成 24⑫ 担い手集積化 99⑬ 集団的かつ持続可能な体制整備 746

①737（81.3％） ②239（26.3％） ③218(24.0%)
農業生産活動等の体制整備として農業生産活動等の体制整備として農業生産活動等の体制整備として農業生産活動等の体制整備として取組むべき活動に係る取組状況取組むべき活動に係る取組状況取組むべき活動に係る取組状況取組むべき活動に係る取組状況

0000100100100100200200200200300300300300400400400400500500500500600600600600700700700700800800800800
①①①① ②②②② ③③③③ ④④④④ ⑤⑤⑤⑤ ⑥⑥⑥⑥ ⑦⑦⑦⑦ ⑧⑧⑧⑧ ⑨⑨⑨⑨ ⑩⑩⑩⑩ ⑪⑪⑪⑪ ⑫⑫⑫⑫ ⑬⑬⑬⑬①89（9.8％）②109（12.0％）③21（2.3％）④24（2.6％）⑤41（4.5％）⑥11（1.2％）⑦21（2.3％）⑧5（0.6％）

※ （％）は体制整備単価907協定に占める取組割合

（協定数） （協定数）
⑨37（4.0％）⑩29（3.2％）⑪24（2.7％）⑫99（10.9％）⑬746（82.3％）
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（９）（９）（９）（９） 加算措置の取組状況加算措置の取組状況加算措置の取組状況加算措置の取組状況

取組内容 協定数

① 規模拡大加算

（担い手へ新たに利用権設定等を行った農用地

について加算）

106

② 法人設立加算

（農業生産法人を設立する場合に加算）

23

③ 小規模・高齢化集落支援加算

（小規模・高齢化集落を取り込み，共同で農業生

産活動した場合に加算）

82

④ 集落連携促進加算

（未実施集落と連携し，地域の活性化を担う人材

確保等を行う場合に加算）

5

担い手へ新たに利用権設定等を行った農用地について加算措置のある規模拡大加算が最も多い（106協定）。

次いで，小規模・高齢化集落を取り込み，共同で農業生産活動をした場合に加算措置のある小規模・高齢化集落支援加算に

取組んでいる協定が多い（82協定）。

加算措置に係る取組状況（加算措置に係る取組状況（加算措置に係る取組状況（加算措置に係る取組状況（200協定において，次の加算を適用）協定において，次の加算を適用）協定において，次の加算を適用）協定において，次の加算を適用）加算措置に係る取組状況（加算措置に係る取組状況（加算措置に係る取組状況（加算措置に係る取組状況（200協定において，次の加算を適用）協定において，次の加算を適用）協定において，次の加算を適用）協定において，次の加算を適用）

規模拡大106（53.0％） 法人設立23（11.5％） 小規模高齢化82（41％） 集落連携促進5（2.5％）
※ （％）は加算措置適用協定200に占める取組割合

加算措置に係る取組状況加算措置に係る取組状況加算措置に係る取組状況加算措置に係る取組状況

0000

20202020

40404040

60606060

80808080

100100100100

120120120120

140140140140

①①①① ②②②② ③③③③ ④④④④

（協定数）



(単位：協定，ha)体制整備体制整備体制整備体制整備単価単価単価単価 基礎単価基礎単価基礎単価基礎単価 体制整備体制整備体制整備体制整備単価単価単価単価 基礎単価基礎単価基礎単価基礎単価 体制整備体制整備体制整備体制整備単価単価単価単価 基礎単価基礎単価基礎単価基礎単価協定数協定数協定数協定数 1,533 630 903 1,464 562 902 69 68 1協定面積協定面積協定面積協定面積 19,986 10,678 9,308 19,521 10,224 9,297 465 454 11協定数協定数協定数協定数 1,676 1,011 665 1,564 907 657 106 104 2協定面積協定面積協定面積協定面積 21,709 15,056 6,653 20,810 14,166 6,644 899 890 9協定数協定数協定数協定数 143 381 △ 238 100 345 △ 245 37 36 1協定面積協定面積協定面積協定面積 1,723 4,378 △ 2,655 1,289 3,942 △ 2,653 434 436 △ 2増減増減増減増減
全体全体全体全体 集落協定集落協定集落協定集落協定 個別協定個別協定個別協定個別協定

平成25年度平成25年度平成25年度平成25年度（第3期最終年度）（第3期最終年度）（第3期最終年度）（第3期最終年度）
平成21年度平成21年度平成21年度平成21年度（第2期最終年度）（第2期最終年度）（第2期最終年度）（第2期最終年度）

４４４４. . . . 事業の取組状況の推移事業の取組状況の推移事業の取組状況の推移事業の取組状況の推移

○本制度が始まった平成１２年度以降，毎年度取組面積は増加しており，平成２５年度では，１，６７６協定（前年度

１７協定増），協定締結面積は２１，７０９ha（前年度３７２ha増)で取組が行われている。

○第２期対策の最終年度と比較すると，体制整備単価協定が３４５協定増加したのに対し，基礎単価協定が２４５協

定減少し，第３期対策では体制整備単価への移行が進んでいる。

【協定締結の推移（平成１２年度から平成２５年度）】

【第２期対策と第３期対策の協定の構成比較】

15

対策変わり 対策変わり
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１１１１ 成果成果成果成果

（１）（１）（１）（１） 集落マスタープランの取組集落マスタープランの取組集落マスタープランの取組集落マスタープランの取組（１）（１）（１）（１） 集落マスタープランの取組集落マスタープランの取組集落マスタープランの取組集落マスタープランの取組

○ 集落マスタープランにおいては，「集落の将来像」（集積対象者を核とした農業生産活動等の体制整備等），

「５年間で達成する目標」，「各年度ごとの目標」（担い手への農地集積面積等）を定め，総会等で実施状況を

確認しながら取組むことで，計画的に実施された。

○ また，中間年評価において，１４５集落が集落マスタープランの達成に向けて「引き続き指導・助言が必要」

とされたが，平成２６年度までに水路の補修等を行うことにより，全ての集落で目標達成が見込まれる。

５５５５ 最終評価最終評価最終評価最終評価

○ 耕作放棄の防止等の活動

① 全ての市町，20,758haで耕作放棄の防止等の活動が実施された。

② ９市町，５２haの農地が農振農用地へ編入され，新たな取組がなされた。

③ 既耕作放棄地の復旧は１市町，2haで取組まれた。

○ 水路・農道等の管理活動

水路は5,094km（個別協定では1ｋｍ）

農道は3,543km（個別協定では1ｋｍ）

を対象に，清掃・点検・修繕等が実施され，農業用施設が適切に維持・管理された。

○ 多面的機能を増進する活動

① 全ての市町，204ha（個別協定では１町，0.1ha）で多面的機能を増進する活動として，周辺林地の

下草刈りを実施した。

② ９市町，５haで市民農園や棚田オーナー制度に取組んだ。

（２）（２）（２）（２） 農業生産活動等の農業生産活動等の農業生産活動等の農業生産活動等の取組取組取組取組（２）（２）（２）（２） 農業生産活動等の農業生産活動等の農業生産活動等の農業生産活動等の取組取組取組取組
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１１１１ 成果成果成果成果

（３）（３）（３）（３） 自律的かつ継続的な農業生産活動等の体制整備としての取組自律的かつ継続的な農業生産活動等の体制整備としての取組自律的かつ継続的な農業生産活動等の体制整備としての取組自律的かつ継続的な農業生産活動等の体制整備としての取組（３）（３）（３）（３） 自律的かつ継続的な農業生産活動等の体制整備としての取組自律的かつ継続的な農業生産活動等の体制整備としての取組自律的かつ継続的な農業生産活動等の体制整備としての取組自律的かつ継続的な農業生産活動等の体制整備としての取組

○ 農用地等保全マップの作成

当マップの作成に当たり，協定内での話合いを通じて農用地等の管理状況を集落全体で認識し，ため池の管

理，水路・農道の修繕，鳥獣害防止策の計画的な実施及び担い手に集積する農地の明確化につながった。

○ A要件

① 協定農用地の拡大 → 10市町，2,137 ha 前期対策から取組拡大

② 機械・農作業の共同化 → 8市町，657ha 省力化・経費削減効果

③ 高付加価値型農業の実践 →   3市町，27ha 減農薬栽培や新品種の導入等，産地のブランド化に効果

④ 地場産農産物等の → 8市町，24協定 収益向上が図られた。

加工・販売

⑤ 農業生産条件の強化 → 6市町，85ha 農業基盤の強化が図られた。

⑥ 新規就農の確保 →   2市町，4人が新規に就農

⑦ 認定農業者の育成 →   4市町，12人の育成がなされた

⑧ 多様な担い手の確保 →   4市町，12人の育成がなされた

⑨ 担い手への農地集積 → 12市町，279haの農地が担い手へ集積

(農作業受託を含む)

○ B要件

① 集落営農組織の育成 →   4市町，239haで取組まれ，これを契機に集落法人の設立の増加

本県では，当制度の実施地域において，

平成12～16年度（5年間） 53法人設立 平成17～21年度（5年間） 91法人設立

平成22～25年度（4年間） 20法人設立 （計164法人）・・・（県内法人数243法人）

② 担い手への農地の集積 → 9市町，1,682haで集落法人等への農地が集積（規模拡大効果）

○ C要件

集団的サポート体制の整備 → 13市町，746協定で体制整備を実施し，295協定で取決めが実行
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１１１１ 成果成果成果成果

（４）（４）（４）（４） その他協定締結による活動その他協定締結による活動その他協定締結による活動その他協定締結による活動（４）（４）（４）（４） その他協定締結による活動その他協定締結による活動その他協定締結による活動その他協定締結による活動

○ 集落機能の活性化（市町最終評価より）

当制度に取組んだことにより，17市町において，協定締結を行うことで，集落の将来等について話し合う機

会が増加し，さらに共同活動を行うことで，集落活動に対する住民意識の向上や住民同士のつながりが深まる

等集落の活性化が図られた。

○ 加算措置

① 規模拡大加算：担い手へ新たに利用権設定等を行った農用地について加算

集落協定では11市町，392haで，個別協定では5市町，40haで取組まれ，集落法人・認定農業者等の規模

拡大が図られた。

② 小規模・高齢化集落支援加算：小規模・高齢化集落を取り込み，共同で農業生産活動した場合に加算

集落協定では11市町，673haで，個別協定では1町，10haで取組まれ，小規模・高齢化集落の農業生産活

動を支援した。

③ 特定農業法人設立加算：特定農業法人（集落法人）を設立する場合に加算

8市町，20法人が設立された。

④ 農業生産法人設立加算：農業生産法人を設立する場合に加算

2市町，2法人が設立された。

⑤集落連携促進加算：未実施集落と連携し，地域の活性化を担う人材確保等を行う場合に加算

2市町，118haで取組まれ，地域の活性化が図られた。また，地域の活性化を担う人材については１名が

確保されている。
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２２２２ 課題課題課題課題

（１）（１）（１）（１） 実施上の課題実施上の課題実施上の課題実施上の課題

今後，制度を推進して行くうえでの制度の基本的な枠組み（対象地域や対象農用地（傾斜区分等），協定今後，制度を推進して行くうえでの制度の基本的な枠組み（対象地域や対象農用地（傾斜区分等），協定今後，制度を推進して行くうえでの制度の基本的な枠組み（対象地域や対象農用地（傾斜区分等），協定今後，制度を推進して行くうえでの制度の基本的な枠組み（対象地域や対象農用地（傾斜区分等），協定

期間，交付単価，遡及返還等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載期間，交付単価，遡及返還等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載期間，交付単価，遡及返還等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載期間，交付単価，遡及返還等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載

（１）（１）（１）（１） 実施上の課題実施上の課題実施上の課題実施上の課題

今後，制度を推進して行くうえでの制度の基本的な枠組み（対象地域や対象農用地（傾斜区分等），協定今後，制度を推進して行くうえでの制度の基本的な枠組み（対象地域や対象農用地（傾斜区分等），協定今後，制度を推進して行くうえでの制度の基本的な枠組み（対象地域や対象農用地（傾斜区分等），協定今後，制度を推進して行くうえでの制度の基本的な枠組み（対象地域や対象農用地（傾斜区分等），協定

期間，交付単価，遡及返還等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載期間，交付単価，遡及返還等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載期間，交付単価，遡及返還等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載期間，交付単価，遡及返還等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載

○ 集落の過疎化・高齢化が急速に進む一方で，世代交代が進んでおらず，将来の農業生産活動等への

不安があると回答した市町が最も多かった（５市町）。

○ 次いで，同一集落内において，傾斜基準に満たない農地への交付がないことによる不公平感が生ま

れ，集落全体の取組になっていない（３市町）。

○ 協定での事務手続きが煩雑であり，取組みを続けることが難しい（３市町）。

（市町評価より抜粋）

（２）（２）（２）（２） 交付金交付の効果等の課題交付金交付の効果等の課題交付金交付の効果等の課題交付金交付の効果等の課題

今後，制度を推進して行くうえでの取組内容（農業生産活動等として取り組むべき事項やＡ・Ｂ・Ｃ要件，今後，制度を推進して行くうえでの取組内容（農業生産活動等として取り組むべき事項やＡ・Ｂ・Ｃ要件，今後，制度を推進して行くうえでの取組内容（農業生産活動等として取り組むべき事項やＡ・Ｂ・Ｃ要件，今後，制度を推進して行くうえでの取組内容（農業生産活動等として取り組むべき事項やＡ・Ｂ・Ｃ要件，

加算措置等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載加算措置等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載加算措置等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載加算措置等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載

（２）（２）（２）（２） 交付金交付の効果等の課題交付金交付の効果等の課題交付金交付の効果等の課題交付金交付の効果等の課題

今後，制度を推進して行くうえでの取組内容（農業生産活動等として取り組むべき事項やＡ・Ｂ・Ｃ要件，今後，制度を推進して行くうえでの取組内容（農業生産活動等として取り組むべき事項やＡ・Ｂ・Ｃ要件，今後，制度を推進して行くうえでの取組内容（農業生産活動等として取り組むべき事項やＡ・Ｂ・Ｃ要件，今後，制度を推進して行くうえでの取組内容（農業生産活動等として取り組むべき事項やＡ・Ｂ・Ｃ要件，

加算措置等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載加算措置等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載加算措置等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載加算措置等）の課題について，市町，地域の意見や提案等を具体的に記載

体制整備単価要件に関する意見が最も多かった（３市町）。内容は，ＡＢ要件は達成基準が厳しく，○ 体制整備単価要件に関する意見が最も多かった（３市町）。内容は，ＡＢ要件は達成基準が厳しく，

廃止又は加算単価とする一方で，Ｃ要件を必須要件にし，体制整備単価を満たすような取組とする。

○ 次いで，個人配分に関する意見が多く（２市町），内容としては，集落協定という概念から，より

共同取り組み活動の充実を図るため、個人配分の上限枠を設ける必要があるとの意見であった。

（市町評価より抜粋）
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３３３３ 総合評価総合評価総合評価総合評価

（市町評価）（市町評価）（市町評価）（市町評価）

（１）（１）（１）（１） 市町による総合評価市町による総合評価市町による総合評価市町による総合評価（１）（１）（１）（１） 市町による総合評価市町による総合評価市町による総合評価市町による総合評価

○ 耕作放棄の発生防止及び水路・農道の維持管理に効果があったとの回答が最も多かった（全１８市

町）。

○ 次いで，集落法人等，担い手への農地の集積が進んだことによる規模拡大について，効果があった

という回答が５市町からあった。

○ また，条件不利地域の中山間地域において，当制度の評価は高く，制度の継続を望む声が強い。

評 価 区 分 市 町 数 割合（％）

Ａ おおいに評価できる 8 44.5

Ｂ おおむね評価できる 10 55.6

Ｃ やや評価できる
Ｄ さほど評価できない
Ｅ ほとんど評価できない
Ｆ 全く評価できない
Ｇ その他
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３３３３ 総合評価総合評価総合評価総合評価

（広島県）（広島県）（広島県）（広島県）

（２）（２）（２）（２） 県による総合評価県による総合評価県による総合評価県による総合評価（２）（２）（２）（２） 県による総合評価県による総合評価県による総合評価県による総合評価

１ 農地維持管理活動に対する評価

○ 中山間地域では，過疎・高齢化による担い手の不足，鳥獣害被害や耕作放棄地の増加等が進む中，個々の農

家に任されていたこれらの問題を解決し，農業生産活動の維持や農用地の保全を行うため，協定の話し合いを

基にした合意形成と協定の締結を通じて，集落全体の問題と捉え，当制度に取組んだ。

この結果，農地法面や水路・農道等の管理に係る共同作業については，協定締結を契機に活発に行われるよう

になったと回答する集落が約８割を占めており，農業生産活動の維持という面で評価できる(中間年評価より)。

また，話し合いや共同取組活動の実施を通じて，「地域のコミュニケーションの増加」や「連帯感の醸成」等

の個別の意見もあり，全体としては「集落機能の維持・活性化」に効果があったと回答する集落が約９割を占め

ており，地域・集落の活性化においても大きな役割を担っている（中間年評価より）。

２ 自律的かつ継続的な農業生産活動に対する評価

○ 過疎・高齢化・担い手不足といった農業の問題を抱える本県においては，「産業として自立できる農林水産

業の確立」を課題としており，その解決策として，集落法人等の担い手の育成を進めている。そのなかで，当

制度の体制整備単価の取組活動は中山間地域に集落法人設立の契機となった。

○ 当制度の実施地区において，体制整備単価の設定がなかった１期目（H12～16）の５年間で53法人の設立だっ

たものが，体制整備単価ができた2期目（Ｈ17～21）からは,５年間で91法人の設立となり高い効果が見られ，３

期目（Ｈ22～25）においても，20法人が設立されており，引き続き，当制度の取組み効果が認められる。

○ また，耕地面積が年々減少し，耕作放棄地面積が増加する状況において，協定締結面積は年々増加し，Ｈ２５

年度では21,709ｈａもの農地が保全管理されており，次代の担い手に優良な農業生産環境を継承することに非常

に効果的である。

○ 以上のことから，当制度の成果をおおいに評価できるものと考える。

○ 集落単位での農地維持・流動化や担い手育成・規模拡大に寄与するものであり，今年度より創設された日本型

直接支払制度の中での多面的機能支払との一体的な推進を図りながら，更なる取組の拡大を目指す。

（Ｈ２７目標22,000ｈａ）
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（２）（２）（２）（２） 県による総合評価（評価区分）県による総合評価（評価区分）県による総合評価（評価区分）県による総合評価（評価区分）（２）（２）（２）（２） 県による総合評価（評価区分）県による総合評価（評価区分）県による総合評価（評価区分）県による総合評価（評価区分）

県の総合評価 Ａ

評 価 区 分

Ａ おおいに評価できる
Ｂ おおむね評価できる
Ｃ やや評価できる
Ｄ さほど評価できない
Ｅ ほとんど評価できない
Ｆ 全く評価できない
Ｇ その他



60.0%
19.3% 11.7% 3.4% 2.8% 2.8%0%10%20%30%40%50%60%

～1割 １～２割 ２～３割 ３～４割 ４～５割 ５割～60.7% 34.4% 4.9%0%10%20%30%
40%50%60%70%

非常に厳しい 若干厳しい 影響なし

○法人経営に交付金が及ぼす影響では，交付金が法人収入の１割未満とする６割を占め，金額的には法人経営の

一助にすぎないが，交付金がなくなった場合には，法人の６割が「非常に経営に影響がある」と答え，金銭面だけで

ない，交付金の意義がうかがえる。

Ｑ 仮に交付金がなくなった

場合，法人経営への影響等

について教えてください。

①非常に厳しい

②若干厳しい

③特に影響はない

Ｑ 法人が受け取った交付（

予定）額が法人の収入に占

める（予定の）割合を教えてく

ださい。

①１割未満

②１割程度

③２割程度

④３割程度

⑤４割程度

⑤５割以上

【参考】 （円/10ａ）
平成２４年集落法人経営（平均）
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（３）集落法人の運営への寄与（中間年評価より）（３）集落法人の運営への寄与（中間年評価より）（３）集落法人の運営への寄与（中間年評価より）（３）集落法人の運営への寄与（中間年評価より）

売上高100,965
売上原価49,969販売費及び一般管理費10,463営業外費用 718

集落還元額53,035
作業委託費15,514支払地代8,343労務費29,178営業外収益営業外収益営業外収益営業外収益28,876 経常利益15,656ここに中山間地域等直接支払交付金が入る
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６６６６ 参考参考参考参考

○ 耕地面積，耕地利用率ともに減少傾向にあったが，当制度が発足した平成12年度を境に，ほぼ横ば

いになっている。

耕地面積・耕地利用率の推移耕地面積・耕地利用率の推移耕地面積・耕地利用率の推移耕地面積・耕地利用率の推移耕地面積・耕地利用率の推移耕地面積・耕地利用率の推移耕地面積・耕地利用率の推移耕地面積・耕地利用率の推移

資料：耕地及び作付面積統計

耕作放棄の発生を抑制

（千ha） （％）108,300 103,100 89,800 79,000 74,200 69,500 63,200 62,300 61,500 61,100 60,900 60,500 60,000 59,700 59,200 58,800 58,300 57,700 57,300 123.1 104.1 95.4 96.7 92.6 87.8 81.3 81.7 82.4 81.7 81.1 79.8 79.5 79.2 79.1 78.9 79.8 79.7
020406080100120140160180

020000400006000080000100000120000

S40 S45 S50 S60 H2 H7 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
耕地利用率（%)耕地面積(ha)

耕地面積耕地利用率
制度開始



　　　　　　　　１０％未満　　　　　　　　１０％以上２０％未満　　　　　　　　２０％以上３０％未満　　　　　　　　３０％以上 庄原市北広島町 三次市安芸太田町 神石高原町廿日市市大野町 三原市竹原市
安芸高田市

2010センサス結果による耕作放棄地率
過 農広島市北広島町安芸太田町廿日市市大竹市

安芸高田市 三次市 庄原市
府中市三原市東広島市江田島市 竹原市 尾道市大崎上島町呉市

神石高原町府中町海田町坂町 熊野町 世羅町 福山市

○交付面積率（対象農用地に対する交付面積の割合）は，中北部では高いが，沿岸・島嶼部では低くなっている。

一方，耕作放棄地率では，中北部で低く，沿岸・島嶼部で高くなっており，これらの傾向は交付面積率と反比例して

いる。

耕地面積が年々減少し，耕作放棄地面

積が増加する状況において，耕作放棄の

発生を防止し，農用地の維持を図る本制

度の意義は高い。
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79,000 74,200 69,500
7,587

63,200
9,79713,411

60,500
10,69919,336

58,300
11,32520,381010,00020,00030,00040,00050,00060,00070,00080,000

Ｓ60 Ｈ2 Ｈ7 Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22

耕地面積耕作放棄地面積制度取組面積

８０％以上５０％以上８０％未満３０％以上５０％未満３０％未満 庄原市北広島町 三次市安芸太田町 神石高原町廿日市市大野町 三原市竹原市
安芸高田市

平成２５年度における取組状況（交付面積率）
過 農広島市北広島町安芸太田町廿日市市大竹市

安芸高田市 三次市 庄原市
府中市三原市東広島市江田島市 竹原市 尾道市大崎上島町呉市

神石高原町府中町海田町坂町 熊野町 世羅町 福山市

耕作放棄の発生抑制
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○東広島市 宇山協定

○呉市 沖友協定

ⅦⅦⅦⅦ 協定活動事例協定活動事例協定活動事例協定活動事例
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担い手への農地集積を実施している事例担い手への農地集積を実施している事例

東広島市 河内町 宇山集落協定

特徴的な取組

協協協協 定定定定 のののの 概概概概 要要要要

○ 協定面積 ８１ｈａ

○ 交 付 額 1,589万円

（共同取組活動配分 54％）

○ 参 加 者 農業者８４人

（農）うやま等

○ 法人設立，そして営農の合理化・効率化の実現

平成22年11月に協定農用地の25ｈａ（33％）の集積を目標とし，

「農事組合法人うやま」を設立。水稲，ソバ，麦の栽培行う。

○ 共同利用機械利用面積

・汎用ｺﾝﾊﾞｲﾝ（ソバ）27.1ｈａ

・水稲ｺﾝﾊﾞｲﾝ 7.9ｈａ

・田植機 3.4ｈａ

・ﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰ 5.4ｈａ

・ﾄﾗｸﾀｰ 29.0ｈａ

○ 課題

地形が急峻であるため農地の維持管理

特に畦畔部分に多くの負担がかかって

いる。

協定締結のきっかけ 高齢化・後継者不足が進む中，農地の荒廃が懸念され，継続的な農地の維持管理を図るため，集

落営農を法人化することと合わせて，協定締結。

一番の効果

集落法人を中心とした農地の集積を実施し，効率的な農業生産活動の体制を整備した。

う や ま
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かんきつ地帯での取組事例かんきつ地帯での取組事例

呉市 豊町 沖友集落

特徴的な取組

○ 高付加価値型農業の実践

新たに産品に高付加価値を付ける栽培方法の取組や協

定内にある加工場を利用して，かんきつを使用した菓子

類等の製品化を図っている。

（デコポンのぶらぶらハウス）

協定締結のきっかけ 高齢化・後継者不足に悩む中，被害が顕著となってきた有害鳥獣被害防止のため，集落全体を囲

むように防護柵を設置したことがきっかけ。

一番の効果
集落全体として，水路・農道等の整備や鳥獣被害防止活動を取り入れ，集落ぐるみの農業生産活動

の体制整備を図ることができた。

○ 有害鳥獣被害防止策の設置

延長８ｋｍに及ぶイノシシ防護柵の設置

お き と も
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協協協協 定定定定 のののの 概概概概 要要要要

○ 協定面積 ９ｈａ

○ 交 付 額 108万円

（共同取組活動配分 50％）

○ 参 加 者 農業者 １３人


